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パート１
地域包括ケアと住まい



いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむね
３０分以内に必要なサービスが提供さ
れる日常生活圏域（具体的には中学校
区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・福祉用具
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅等

相談業務やサービスの
コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医、有床診療所
・地域の連携病院
・歯科医療、薬局

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院
通所・入所

病院：
急性期、回復期、慢性期

病気になったら･･･

医 療 介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

地域包括ケアシステムの構築について

○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らし
い暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供される
地域包括ケアシステムの構築を実現。

○ 今後、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症高齢者の地域での生活を支えるためにも、地域包
括ケアシステムの構築が重要。

○ 人口が横ばいで７５歳以上人口が急増する大都市部、７５歳以上人口の増加は緩やかだが人口は減少する
町村部等、高齢化の進展状況には大きな地域差。

○ 地域包括ケアシステムは、保険者である市町村や都道府県が、地域の自主性や主体性に基づき、地域の特
性に応じて作り上げていくことが必要。
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「地域包括ケアシステム」に係る規定

介護保険法 第5条第3項

国及び地方公共団体は、被保険者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に

応じ自立した日常生活を営むことができるよう、保険給付に係る保健医療サービス及び福

祉サービスに関する施策、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しく

は悪化の防止のための施策並びに地域における自立した日常生活の支援のための施策を、

医療及び居住に関する施策との有機的な連携を図りつつ包括的に推進するよう努め

なければならない。

地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律

第２条（定義）

この法律において、「地域包括ケアシステム」とは、地域の実情に応じて、高

齢者が、可能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活

を営むことができるよう、医療、介護、介護予防（要介護状態若しくは要支援状

態となることの予防又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防

止をいう。）、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される体

制をいう。
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支え合いによる地域包括ケアシステムの構築について
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地域包括ケア研究会「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」（平成25年３月）より

自助：・介護保険・医療保険の自己負担部分
・市場サービスの購入
・自身や家族による対応

互助：・費用負担が制度的に保障されていないボ
ランティアなどの支援、地域住民の取組み

共助：・介護保険・医療保険制度による給付

公助：・介護保険・医療保険の公費（税金）
部分
・自治体等が提供するサービス

○地域包括ケアシステムの構築に当たっては、「介護」「医療」「予防」といった専門的サービスの前提
として、「住まい」と「生活支援・福祉」といった分野が重要である。
○自助・共助・互助・公助をつなぎあわせる（体系化・組織化する）役割が必要。
○とりわけ、都市部では、意識的に「互助」の強化を行わなければ、強い「互助」を期待できない。



○地域資源の発掘

○地域リーダー発掘

○住民互助の発掘

市町村における地域包括ケアシステム構築のプロセス（概念図）

地域の課題の把握と

社会資源の発掘

地域の関係者に

よる対応策の検

討

対応策の

決定・実行

地域ケア会議の実施

地域包括支援センター等で個
別事例の検討を通じ地域の
ニーズや社会資源を把握

※ 地域包括支援センター

では総合相談も実施。

日常生活圏域ニーズ調査等

介護保険事業計画の策定のため
日常生活圏域ニーズ調査を実施
し、地域の実態を把握

医療・介護情報の
「見える化」
（随時）

他市町村との比較検討

ＰＤＣＡサイクル

量
的
・
質
的
分
析

■都道府県との連携

（医療・居住等）

■関連計画との調整

・医療計画

・居住安定確保
計画
・市町村の関連計画 等

■住民参画
・住民会議
・セミナー
・パブリックコメント等

■関連施策との調整
・障害、児童、難病施策等
の調整

事
業
化
・
施
策
化
協
議

■介護サービス
・地域ニーズに応じた在宅
サービスや施設のバラン
スのとれた基盤整備

・将来の高齢化や利用者数
見通しに基づく必要量

■医療・介護連携
・地域包括支援センターの
体制整備（在宅医療・介
護の連携）

・医療関係団体等との連携

■住まい
・サービス付き高齢者向け
住宅等の整備

・住宅施策と連携した居住
確保

■生活支援／介護予防
・自助（民間活力）、互助
（ボランティア）等によ
る実施

・社会参加の促進による介
護予防

・地域の実情に応じた事業
実施

■人材育成
［都道府県が主体］

・専門職の資質向上
・介護職の処遇改善

■地域課題の共有

・保健、医療、福祉、地
域の関係者等の協働に
よる個別支援の充実

・地域の共通課題や好取
組の共有

■年間事業計画への反映

具
体
策
の
検
討

社会資源

課 題 介護保険事業計画の策定等

地域ケア会議 等
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□高齢者のニーズ

□住民・地域の課題

□社会資源の課題
・介護
・医療

・住まい
・予防
・生活支援

□支援者の課題
・専門職の数、資質
・連携、ﾈｯﾄﾜｰｸ



地域密着
サービス

居住系
入所系
サービス











居住系
入所系
サービス







①特別養護老人ホーム
②養護老人ホーム
③軽費老人ホーム
④認知症グループホーム











認知症グループホーム



パート２
サービス付き高齢者向け住宅



サービス付
高齢者向け住宅

改正高齢者住まい法
（2011年10月）



各国の介護施設・介護付高齢者住宅の割合

高齢社会白書「平成18年5月 介護保険事業状況報告」より

2020年までに３～５％へ
「住生活基本計画（H２３．３）



（特養に相当）

（ケア付き高齢者住宅）

1988年
高齢者・障
害者住宅法



デンマークのプライエボーリ
（ケア付き住宅）

2015年8月















サ高住宅で事故3千件！
2017年5月7日朝日新聞

安否確認が義務づけられたサービス付き高齢者向け住宅（サ高住）で、
２０１５年１月から１年半の間に、死亡や骨折など少なくとも３千件以上の事故が
報告されたことがわかった。制度上は民間の賃貸住宅に近いが、要介護者が入居者
の大半を占める例も多く、国土交通省が改善に乗り出す。

http://www.asahi.com/topics/word/要介護者.html
http://www.asahi.com/topics/word/国土交通省.html




拠点型サ高住





パート３
有料老人ホーム



2006年2000年



サービス内包型 サービス外付け型



介護付き有料老人ホームと
住宅型有料老人ホームの比較
•有料老人ホーム数は現在9581件

• ①介護付有料老人ホームが5100件（61％）
• ②住宅型有料老人ホームが3308件（39％）

•介護付有料老人22㎡、月額負担額15万円以上

•住宅型有料老人ホーム 18㎡（13㎡未満もあ
る）月額負担額13万円程度

•スプリンクラー設置は両者とも8割程度

•最近では中でも低所得高齢者向きの賃料を抑え
た低家賃の住宅型有料老人ホームが注目を集め
ている。











たまゆら事件（未届有料老人
ホーム火災）

• 2009年3月19日に群馬県
渋川市の老人ホームに
おいて、死者１０名、
負傷者１名の火災が発
生。

•たまゆらは未届有料老
人ホームだった



パート４
地域善隣事業



地域善隣事業

• 一般財団法人高齢者住宅
財団「地域善隣事業」

• 地域善隣事業では、地域
での居住を継続できない
低所得高齢者が対象

• また地域善隣事業は地域
包括ケアシステムの中心
課題である「住宅」の問
題を、これまでともすれ
ば関係の薄かった地域福
祉との連携の中に解を求
めた新たな試みでもある。

高齢者住宅財団理事長
高橋紘士先生







高齢者世帯の所得
（濃い色は世帯年収200万円未満の層）

（資料）厚生労働省「平成22年国民生活基礎調査」より宇都隆一ら作成。







低所得
高齢者















パート５
療養病床の住宅転換
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療養病床の在り方等に関する検討会

2015年7月10月
医政局、老健局、保険局合同開催





2011年度末で廃止



2017年度末



2017年度末までに廃止

14万床



介護療養病床
の住宅転換
は？

介護療養病
床の老健転
換はむりす

じ

介護療養病床
はナーシング
ホームに



医療法人による特
養設置の規制緩和

を！

新類型



介護医療院
（仮称）







２０２５年へのカウントダウン
～地域医療構想・地域包括ケアはこうなる！
～

•武藤正樹著

•医学通信社

•Ａ５判 ２７０頁、２８００
円

•地域医療構想、地域包括ケア
診療報酬改定、２０２５年へ
向けての医療・介護トピック
スetc

• 2015年9月発刊



ご清聴ありがとうございました

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに

公開しております。ご覧ください。
武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

フェースブッ
クで「お友達
募集」をして
います

mailto:mutoma@iuhw.ac.jp
http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

